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問1 日本の社会保障制度において、医療機関での治療に関わる「社会保険」の仕組みと、その他の柱である「公衆衛生」や「社会
福祉」を区別する説明として最も適切なものはどれか、次の中から選びなさい。 （2017年　山形県公立入試　類似）

1.  国民が事前に保険料を出し合
い、病気やけがなどの不測の事態
に備えて医療費を相互に支え合う
仕組み。

2.  生活に困窮する人々に対し、国
が最低限度の生活を保障するため
に公費から生活費などを支給する
仕組み。

3.  高齢者や障害者など、社会的な
支援を必要とする人々に対して、
専門の施設や介護サービスを提供
する仕組み。

4.  下水道の整備や感染症の予防、
公害の監視などによって、国民の
健康な生活環境を整える仕組み。

問2 商品の購入時にレジで支払う消費税のように、税金を納める義務がある人と、実際に税金を負担する人が異なる税金の分類
と、所得の低い人ほど所得に対する税負担の割合が高くなるという性質を組み合わせたものとして、正しいものはどれです
か。 （2016年　鹿児島県公立入試　類似）

1.  間接税に分類され、所得の低い
人ほど負担の割合が高くなる逆進
性という性質を持つ。

2.  直接税に分類され、所得の低い
人ほど負担の割合が高くなる逆進
性という性質を持つ。

3.  間接税に分類され、所得の高い
人ほど負担の割合が高くなる累進
性という性質を持つ。

4.  直接税に分類され、所得の高い
人ほど負担の割合が高くなる累進
性という性質を持つ。

問3 1980年代後半から2010年代にかけての日本の主要な税収の推移を分析すると、バブル経済の崩壊後に所得税の税収が大幅に
減少したのに対し、消費税の税収は導入以降、景気の波に左右されず一定の収入を維持、あるいは緩やかに増加しています。
このように消費税の税収が安定している主な理由として適切なものを選びなさい。 （2020年　静岡公立入試　類似）

1.  不況時であっても、国民は日用
品の購入など最低限の消費活動を
継続するため。

2.  景気が悪化した場合には、法律
によって自動的に税率が引き上げ
られる仕組みがあるため。

3.  所得が高い層ほど消費額が多く
なり、税負担が重くなる累進課税
の性質が強いため。

4.  消費税は法人税とは異なり、企
業の利益が出ない場合でも納税が
免除されないため。

問4 急速な高齢化の進行に対応するために導入された日本の社会保障制度の一つで、40歳以上の国民が加入して保険料を支払い、
介護が必要となった際にサービスを受けられる仕組みを何といいますか。 （2016年　群馬県公立入試　類似）

1.  介護保険 2.  医療保険 3.  年金保険 4.  雇用保険

問5 日本の社会保障制度のうち、介護保険制度の仕組みを説明した文として、正しい内容はどれですか。 （2021年　福島県公立入試　類似）

1.  20歳以上のすべての国民が加
入し、老後の生活を保障するため
に現金を給付する制度である。

2.  40歳以上の国民が保険料を負
担し、介護が必要と認定されたと
きに、サービス費用の一定割合を
自己負担して利用する制度であ
る。

3.  病気やけがをした際の医療費を
すべて国が負担し、国民が無料で
医療を受けられるようにする制度
である。

4.  経済的に困窮し、自立した生活
が困難なすべての国民に対して、
最低限度の生活を保障する制度で
ある。

問6 消費税には、所得が低い人ほど所得に占める税金の負担割合が高くなる「逆進性」という課題があります。日本において、こ
の逆進性による低所得者の負担を緩和し、日用品や食料品などの家計への影響を抑えるために導入されている仕組みとして適
切なものはどれですか。 （2023年　群馬県公立入試　類似）

1.  酒類や外食を除く飲食料品など
の税率を標準より低く設定する軽
減税率

2.  所得が高くなるに従って段階的
に適用する税率を高くする累進課
税

3.  一定の金額までの買い物を非課
税とする基礎控除制度

4.  輸入される安価な農産物に対し
て高い関税をかける保護貿易政策

問7 日本の社会保障の仕組みにおいて、「公的扶助」に分類される制度の説明として、その背景や目的を含めて最も適切に述べた
ものはどれですか。 （2023年　秋田県公立入試　類似）

1.  あらかじめ国民が保険料を出し
合い、老齢や病気などの不測の事
態に備えて給付を行う仕組み。

2.  すべての国民が適切な医療や検
診を受けられるよう、感染症の予
防や環境衛生を整える仕組み。

3.  生活に困窮する人々に対し、そ
の困窮の程度に応じて必要な保護
を行い、最低限度の生活を保障す
るとともに自立を助長する仕組
み。

4.  高齢者や障害者、子供などの社
会的支援が必要な人々に対して、
施設提供や相談支援などのサービ
スを行う仕組み。

問8 消費税などの間接税において、所得の低い人ほど所得全体に対する税負担の割合が高くなってしまう性質を何というか。 （2022

年　青森県公立入試　類似）

1.  逆進性 2.  累進課税 3.  垂直的公平 4.  直接税
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答え合わせ・解説

問1 答え 1
国民が事前に保険料を出し合い、病気や
けがなどの不測の事態に備えて医療費を
相互に支え合う仕組み。

社会保険は「保険」という名前の通り、人々が保険料を出し合ってリスクに備える「共助」の仕組
みが基本です。一方で、生活保護などの「公的扶助」、施設提供などの「社会福祉」、環境整備を
行う「公衆衛生」は、それぞれ役割が異なります。特に下水道整備などは「公衆衛生」に、高齢者
へのサービス提供などは「社会福祉」に分類されるため、混同しないように注意が必要です。

問2 答え 1
間接税に分類され、所得の低い人ほど負
担の割合が高くなる逆進性という性質を
持つ。

消費税は、税金を納める義務のある事業者と、実際に負担する消費者が異なるため「間接税」に分
類されます。所得の額に関わらず一律の税率が適用されるため、所得の少ない人ほど、その所得に
占める税金の「負担の割合」が「高くなる」という課題があり、これを「逆進性」と呼びます。一
方、所得税のように所得が高いほど税率が高くなる仕組みは「累進課税」と呼ばれ、直接税で採用
されています。

問3 答え 1
不況時であっても、国民は日用品の購入
など最低限の消費活動を継続するため。

所得税は景気後退による給与の減少や失業の影響を直接的に受けますが、消費税は生活に必要な物
品やサービスの購入に課税されます。消費支出は所得の減少ほど急激には落ち込まないため、税収
が一定に保たれる傾向があります。この特徴は「安定性」と呼ばれ、国の予算を安定的に執行する
ための重要な要素となっています。一方で、所得の低い人ほど収入に対する税負担率が高くなる
「逆進性」という課題も併せ持っています。

問4 答え 1
介護保険

日本では高齢化が進み、家族だけで介護を支えることが困難になった背景から、2000年にこの制度
が導入されました。自立した生活を支援し、介護を社会全体で支える「共助」の仕組みとして、40
歳以上の国民に保険料の支払い義務を課しています。

問5 答え 2
40歳以上の国民が保険料を負担し、介
護が必要と認定されたときに、サービス
費用の一定割合を自己負担して利用する
制度である。

介護保険制度は、自立した生活を支援するために、現金ではなく「サービス（現物給付）」を提供
するのが特徴です。加入対象は40歳以上で、保険料と公費（税金）を財源として運営されていま
す。サービス利用時の自己負担額は、所得に応じて1割から3割の間で設定されています。

問6 答え 1
酒類や外食を除く飲食料品などの税率を
標準より低く設定する軽減税率

消費税の逆進性を緩和するためには、生活に最低限必要な品目の税負担を軽くすることが有効で
す。日本では、酒類や外食を除く飲食料品、および定期購読される新聞の税率を8％に据え置く
「軽減税率」を導入することで、所得に対する税金の負担割合が急激に高まらないよう配慮してい
ます。累進課税は所得税などで採用されている仕組みであり、消費税の逆進性とは異なる概念で
す。

問7 答え 3
生活に困窮する人々に対し、その困窮の
程度に応じて必要な保護を行い、最低限
度の生活を保障するとともに自立を助長
する仕組み。

公的扶助（生活保護など）は、他の社会保障制度とは異なり、利用者が事前に保険料を支払う必要
がありません。全額公費（税金）によって賄われ、憲法で定められた「健康で文化的な最低限度の
生活」を維持できない状況に陥った際、国が最後のセーフティネットとして機能する役割を担って
います。これにより、困窮者の自立を促すことが目的とされています。

問8 答え 1
逆進性

消費税は誰が買い物をしても同じ税率が適用されるため、収入が少ない人ほど、収入全体に占める
税金の支払額の割合が大きくなってしまう。この性質を逆進性と呼ぶ。一方で、所得税のように所
得が高い人ほど税率が高くなる仕組みは累進課税と呼ばれる。
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問1 日本の所得税などで採用されている、所得の金額が高くなるにつれて、適用される税率も段階的に高くなる仕組みを何といい
ますか。 （2024年　栃木公立入試　類似）

1.  累進課税 2.  逆進性 3.  比例税率 4.  固定資産税

問2 日本の社会保障制度のうち、介護保険制度の仕組みを説明した文として、正しい内容はどれですか。 （2021年　福島県公立入試　類似）

1.  20歳以上のすべての国民が加
入し、老後の生活を保障するため
に現金を給付する制度である。

2.  40歳以上の国民が保険料を負
担し、介護が必要と認定されたと
きに、サービス費用の一定割合を
自己負担して利用する制度であ
る。

3.  病気やけがをした際の医療費を
すべて国が負担し、国民が無料で
医療を受けられるようにする制度
である。

4.  経済的に困窮し、自立した生活
が困難なすべての国民に対して、
最低限度の生活を保障する制度で
ある。

問3 税金の分類を示した資料において、「国税」かつ「直接税」の枠に該当する所得税の説明として、最も適切なものはどれです
か。 （2022年　熊本県公立入試　類似）

1.  納税者と税を負担する者が同じ
であり、国に納める税金

2.  納税者と税を負担する者が異な
り、国に納める税金

3.  納税者と税を負担する者が同じ
であり、地方公共団体に納める税
金

4.  納税者と税を負担する者が異な
り、地方公共団体に納める税金

問4 日本の税制において、税金は「納める先が国か地方公共団体か」という区分と、「税を負担する人と納める人が同じかどう
か」という区分によって分類されます。所得税の性質について説明したものとして、最も適切なものを選びなさい。 （2024年　奈良

公立入試　類似）

1.  国に対して納める税金であり、
税を負担する人と納める人が同一
である「直接税」に分類される。

2.  国に対して納める税金であり、
税を負担する人と納める人が異な
る「間接税」に分類される。

3.  地方公共団体に対して納める税
金であり、税を負担する人と納め
る人が同一である「直接税」に分
類される。

4.  地方公共団体に対して納める税
金であり、税を負担する人と納め
る人が異なる「間接税」に分類さ
れる。

問5 経済活動の自由を重視し、「小さな政府」を目指す政策をとる際に、政府が市場への介入を減らし、経済の活性化を図るため
に行う具体的な取り組みとして最も適切なものはどれですか。 （2018年　香川公立入試　類似）

1.  社会保障制度の充実を図り、所
得の再分配を強化する

2.  国営企業や公的な事業の民営化
を進め、競争原理を導入する

3.  所得税の累進課税率を引き上
げ、財政規模を拡大させる

4.  公務員の数を大幅に増やし、き
め細やかな公共サービスを提供す
る

問6 日本の所得税などに導入されている、所得が高くなるにつれて税率が高くなる税制を何というか。 （2022年　神奈川県公立入試　類似）

1.  累進課税 2.  消費税 3.  固定資産税 4.  比例税

問7 2016年度の一般会計予算の歳入において、租税・印紙収入は約59.6%と過半数を占めています。その主要な財源の一つである
所得税に導入されている、所得が多い人ほど適用される税率が高くなる制度を何といいますか。 （2017年　福岡県公立入試　類似）

1.  累進課税制度 2.  源泉徴収制度 3.  地方交付税交付金制度 4.  逆進的課税制度

問8 日本の税制度において、消費税や酒税などのように、税金を納める義務がある「納税者」と、実際にその税を経済的に負担す
る「担税者」が異なる税金の分類として正しいものはどれですか。 （2024年　栃木公立入試　類似）

1.  直接税 2.  間接税 3.  累進課税 4.  地方交付税

問9 国が給料などの「所得」に対してかける税金である「所得税」が、直接税に分類されるのはなぜですか。 （2022年　愛媛公立入試　類似）

1.  所得が高い人ほど税率が高くな
るから

2.  税金を納める人と負担する人が
同じだから

3.  消費税と同じように全員が同じ
額を払うから

4.  国ではなく住んでいる市町村に
納めるから
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問1 答え 1
累進課税

所得税は「支払う能力のある人が、より多くの負担をする」という考え方に基づいています。この
仕組みにより、高所得者からより多くの税を集め、それを社会保障などを通じて再分配すること
で、貧富の格差を是正する役割を果たしています。これに対し、所得に関わらず一定の税率をかけ
る仕組みは比例税率と呼ばれます。

問2 答え 2
40歳以上の国民が保険料を負担し、介
護が必要と認定されたときに、サービス
費用の一定割合を自己負担して利用する
制度である。

介護保険制度は、自立した生活を支援するために、現金ではなく「サービス（現物給付）」を提供
するのが特徴です。加入対象は40歳以上で、保険料と公費（税金）を財源として運営されていま
す。サービス利用時の自己負担額は、所得に応じて1割から3割の間で設定されています。

問3 答え 1
納税者と税を負担する者が同じであり、
国に納める税金

所得税は、納税義務者（税金を納める人）と担税者（税金を負担する人）が同一である「直接税」
としての性質を持っています。また、地方公共団体ではなく国に納める「国税」であることも大き
な特徴です。このように税金の性質を組み合わせて分類することで、現代の複雑な租税体系を整理
することができます。

問4 答え 1
国に対して納める税金であり、税を負担
する人と納める人が同一である「直接
税」に分類される。

所得税は個人の所得に対して課される税金であり、納付先は国であるため「国税」に該当します。
また、税金を実際に負担する人と、その税金を窓口で納める人が一致する仕組みであるため「直接
税」に分類されます。これに対し、消費税のように負担者（消費者）と納税者（事業者）が異なる
ものは「間接税」と呼ばれます。

問5 答え 2
国営企業や公的な事業の民営化を進め、
競争原理を導入する

「小さな政府」は、政府の役割を最小限にとどめ、経済活動を市場の自由な競争に委ねることで経
済成長を促そうとする考え方です。この立場では、公的な事業を民営化して効率性を高めたり、規
制を緩和して企業の自由な活動を助けたりします。一方で、社会保障が薄くなるため、経済的格差
が拡大しやすいという課題も抱えています。

問6 答え 1
累進課税

所得税などに採用されているこの制度は、所得が多い人ほど高い割合の税金を負担する仕組みであ
る。高所得者から多くの税を徴収し、それを社会保障などの財源として支出することで、所得の再
分配を行い、社会全体の経済的な格差を調整する役割を果たしている。

問7 答え 1
累進課税制度

所得税などで採用されている仕組みで、高額所得者に対してより高い税率を課すことにより、所得
の再分配を図り、社会的な格差を是正する役割を持っています。これに対し、所得の低い人ほど負
担感が重くなる消費税などの性質は「逆進性」と呼ばれます。

問8 答え 2
間接税

消費税などの税金では、消費者が商品の代金とともに税金を支払い（担税者）、事業者がその税金
をまとめて国や自治体に納めます（納税者）。このように、税を負担する人と納める人が分離して
いる仕組みを間接税といいます。これに対し、所得税のように納税者と担税者が同じであるものは
直接税と呼ばれます。

問9 答え 2
税金を納める人と負担する人が同じだか
ら

所得税は、自分で自分の所得に応じた税金を計算し、自分で国に納める仕組みになっているため、
税金を納める人と負担する人が一致する「直接税」の代表的な例とされています。
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問1 日本の税制において、消費税のように「税金を実質的に負担する人」と「税金を税務署などに納める人」が異なる仕組みの名
称として、最も適切なものを答えなさい。 （2018年　群馬県公立入試　類似）

1.  間接税 2.  直接税 3.  累進課税 4.  地方交付税

問2 空港や道路などの大規模な公共事業には多額の費用がかかりますが、その財源には国民から徴収された様々な税金が充てられ
ています。これらの財源に含まれる「関税」や「消費税」に共通する性質として、最も適切な説明を選びなさい。 （2020年　京都公立

入試　類似）

1.  商品の価格や輸入手続きの費用
に含まれる形で、納税者以外の者
が負担する間接税である

2.  個人の所得や企業の利益に対し
て直接課せられる、担税者と納税
者が同一の直接税である

3.  相続した財産や所有している土
地の価値に応じて、その所有者が
直接国に納める税金である

4.  景気の変動に応じて、政府が意
図的に税率を上下させることで経
済を安定させる税金である

問3 日本の財政状況において、歳入に占める公債の割合が高い状態が続いていることに関連して、公債の発行が将来の世代に与え
る影響やその目的について説明したものとして、最も適切な記述を選びなさい。 （2016年　鳥取公立入試　類似）

1.  公共施設の建設や社会保障制度
の維持に必要な資金の不足を補う
ために発行されるが、将来の世代
がその返済や利子の支払いを行う
必要があるため、将来の税負担を
増大させる要因となる。

2.  景気が過熱して物価が上昇しす
ぎるのを抑えるために発行され、
市場の通貨量を減らすことで将来
の世代の貯蓄価値を保護する役割
を持っている。

3.  国民の所得格差を是正するため
に、所得の高い層から強制的に資
金を集める手段として発行され、
将来の世代に富を平等に再分配す
ることを目的としている。

4.  海外からの輸入品に対して高い
関税をかける代わりに発行される
もので、国内産業を保護し、将来
の世代の雇用を確保するための財
源として活用される。

問4 日本の社会保障制度は4つの柱から成り立っており、その中には生活に困窮する人々に対し、生活、住宅、教育、医療などの援
助を行うことで、国が健康で文化的な最低限度の生活を保障し、自立を助ける仕組みが含まれています。生活保護法に基づく
この仕組みの名称として適切なものを選んでください。 （2017年　北海道公立入試　類似）

1.  公的扶助 2.  社会保険 3.  社会福祉 4.  公衆衛生

問5 個人の所得にかかる所得税や、企業の利益に対して課される法人税は、納税者と担税者が一致する税金に分類されます。これ
らの税金に関する記述として、その性質を正しく説明しているものはどれですか。 （2024年　広島公立入試　類似）

1.  景気の変動による影響を受けや
すく、税収が大きく増減する傾向
がある。

2.  消費の動向に合わせて課税され
るため、景気に左右されず税収が
安定している。

3.  納税者と担税者が異なるため、
税金を納めているという実感がわ
きにくい。

4.  商品の購入価格に一律に含まれ
るため、所得の低い人ほど負担感
が重くなる。

問6 日本の社会保障制度は、社会保険、社会福祉、公的扶助、公衆衛生の4つの柱から成り立っています。このうち、感染症の予
防、下水道の整備、廃棄物の処理、公害対策などを通じて、地域住民全体の健康を維持・増進させることを目的とした分野を
何といいますか。 （2022年　山口公立入試　類似）

1.  公衆衛生 2.  社会保険 3.  社会福祉 4.  公的扶助

問7 国の一般会計予算において、租税や印紙収入などの歳入だけでは歳出をまかなえず、不足分を公債（借金）の発行によって補
っている現状があります。この歳出のうち、過去に発行した公債の元金の返済や利子の支払いに充てられる費用の名称とし
て、適切なものはどれですか。 （2016年　神奈川県公立入試　類似）

1.  社会保障関係費 2.  国債費 3.  公共事業関係費 4.  地方交付税交付金等

問8 不景気の際に政府が実施する財政政策のうち、減税が景気回復につながる背景や仕組みについて説明したものとして、最もふ
さわしいものはどれですか。 （2021年　群馬県公立入試　類似）

1.  家計の可処分所得が増えること
で消費支出が拡大し、企業の生産
活動が活発になるため

2.  政府の税収が減ることで市場に
流通する貨幣価値が上がり、物価
が下落しやすくなるため

3.  国民の納税額が減ることで貯蓄
意欲が高まり、銀行の貸し出し資
金が豊富になるため

4.  減税によって国の借金である公
債金利が低下し、公共事業の予算
が確保しやすくなるため
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答え合わせ・解説

問1 答え 1
間接税

税法上の納税義務者（税を納める人）と、経済的な税の負担者（税を負担する人）が一致しない税
を間接税と呼ぶ。消費税は、消費者が店に支払い、店がまとめて国に納めるため、この仕組みに該
当する。対照的に、所得税のように納税者と負担者が一致するものは直接税と呼ばれる。

問2 答え 1
商品の価格や輸入手続きの費用に含まれ
る形で、納税者以外の者が負担する間接
税である

公共事業の財源となる税金のうち、消費税は買い物の際に消費者が負担し、関税は貿易において輸
入業者が納付しますが、最終的には商品の価格に転嫁されて消費者が負担することになります。こ
のように、実際に税を負担する「担税者」と、税務署などに納める「納税者」が異なる税の仕組み
を間接税と呼びます。所得税や法人税といった直接税とは、この「税を負担する人と納める人が一
致するかどうか」という点で区別されます。

問3 答え 1
公共施設の建設や社会保障制度の維持に
必要な資金の不足を補うために発行され
るが、将来の世代がその返済や利子の支
払いを行う必要があるため、将来の税負
担を増大させる要因となる。

公債は、現在の公共サービスや社会保障を維持するための財源となりますが、それは「将来の税収
を前借りしている」状態にあります。そのため、発行額が増え続けると、将来の世代は自分たちが
受ける行政サービスのためではなく、過去の借金を返すために税金を払わなければならなくなり、
世代間の不公平を招くという課題があります。

問4 答え 1
公的扶助

問題文にある生活保護などに代表される仕組みは日本国憲法第25条の生存権に基づく制度で、費用
は全額が税金で賄われます。誤答の「社会保険」は医療保険や年金保険など事前に保険料を支払っ
てリスクに備える仕組み、「社会福祉」は高齢者や障害者などを支援するサービス、「公衆衛生」
は感染症予防や環境衛生に関する活動を指します。

問5 答え 1
景気の変動による影響を受けやすく、税
収が大きく増減する傾向がある。

所得税や法人税といった直接税は、個人や企業の「稼ぎ」に対して課されるため、景気が良くなれ
ば税収が大幅に増え、不景気になれば大幅に減少するという特徴があります。これに対し、消費税
は景気の変動による影響が比較的少なく、税収が安定しているという利点があります。

問6 答え 1
公衆衛生

社会保障の4つの柱のうち、特定の個人への給付や支援ではなく、地域社会全体の環境を整えるこ
とで病気を未然に防ぎ、健康を守る役割を担うのが公衆衛生です。具体例として、下水道の整備や
ゴミの収集、予防接種の実施などが挙げられます。これに対して、社会保険は保険料を出し合って
病気や高齢に備える仕組み、公的扶助は生活に困窮する人へ最低限度の生活を保障する仕組み、社
会福祉は高齢者や子ども、障がい者などを支援する仕組みを指します。

問7 答え 2
国債費

日本の財政では、税収などの収入で支出をまかなえない場合、公債を発行して借金を行います。こ
の過去に借りたお金の元金返済や利息の支払いのために支出される費用を「国債費」と呼びます。
現在、日本の予算において、社会保障関係費と並んで大きな割合を占める項目となっています。

問8 答え 1
家計の可処分所得が増えることで消費支
出が拡大し、企業の生産活動が活発にな
るため

景気が後退しているときは、家計の収入が伸び悩み、社会全体の消費が停滞します。そこで政府が
所得税や住民税などの減税を行うと、個人が自由に使えるお金（可処分所得）が増えます。これに
より、人々が商品やサービスを購入する「消費」が活発になり、企業の売り上げが改善され、さら
なる雇用や賃金の上昇という好循環が期待されます。
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問1 社会保障制度において、現役世代の経済的活力を高めるために税金や社会保険料の負担を軽減する政策を重視した場合、国家
の財政と社会保障サービスの提供において生じやすい現象として適切なものはどれですか。 （2024年　山梨公立入試　類似）

1.  国が提供する公的な福祉サービ
スの範囲が縮小し、個人の自己責
任の範囲が広がる。

2.  国の財政支出における社会保障
関係費の割合が、負担の減少に反
比例して増大する。

3.  所得の再分配機能が強化され、
貧富の格差が急速に解消される。

4.  消費税などの間接税による収入
が不要となり、社会保険料のみで
給付が賄われる。

問2 日本の社会保障給付費の推移において、年金や医療などの費用が大きな割合を占める中、生活保護などを通じた「公的扶助」
は、他の社会保障制度とどのような仕組みの違いがありますか。 （2026年　秋田公立入試　類似）

1.  財源の大部分が税金であり、収
入が一定の基準を下回る人などに
対して支給される制度である。

2.  国民が事前に保険料を出し合
い、病気や失業、老齢などのリス
クに備える制度である。

3.  高齢者や障害者など、社会的な
支援が必要な人々に対して施設や
サービスを提供する制度である。

4.  公害の防止や廃棄物処理、感染
症対策など、国民の健康で安全な
生活環境を整備する制度である。

問3 社会保障制度を説明した資料において、「児童相談所での支援」や「介護老人福祉施設の運営」、「障害者への生活介助サー
ビスの提供」などが含まれる柱は「社会福祉」に分類されます。この制度の主な目的として、最も適切な説明はどれですか。

（2023年　和歌山公立入試　類似）

1.  国民が保険料を積み立て、病気
や怪我などのリスクに備えること

2.  生活に困窮する人々に対し、国
が最低限度の生活を現金給付など
で保障すること

3.  特定の支援を必要とする人々の
生活を安定させ、自立した生活を
送れるよう助けること

4.  感染症の予防や公害対策、清掃
などの環境衛生を通じて国民の健
康を増進すること

問4 2010年を境に日本の総人口が減少に転じるなか、15歳から64歳の生産年齢人口が減少し、65歳以上の老年人口の割合が拡大
し続ける「少子高齢化」が進行しています。このような社会情勢において、社会保障制度を維持するために生じている課題と
して最も適切な説明はどれですか。 （2017年　長野県公立入試　類似）

1.  現役世代が支払う租税や社会保
険料などの負担が増える一方で、
医療や年金などの社会保障給付費
が増大し、給付と負担のバランス
の維持が困難になっている。

2.  若年層の人口が急増したこと
で、教育や子育て支援にかかる社
会保障給付費が国家予算の大部分
を占めるようになり、高齢者向け
の給付が削減されている。

3.  老年人口の増加に合わせて、
1990年以降、租税と社会保険料を
合わせた社会保障の財源を大幅に
削減することに成功したため、現
役世代の負担は軽減されている。

4.  総人口の減少に伴って社会保障
を必要とする高齢者の人数も減っ
ているため、将来の生活設計や老
後に対して不安を抱く国民の割合
は年々低下している。

問5 日本の社会保障制度において「社会保険」に分類される制度の説明として、その仕組みと具体例を正しく組み合わせたものは
どれですか。 （2020年　長野県公立入試　類似）

1.  国民が支払う保険料を主な財源
とし、年金、医療、介護などのサ
ービスを提供する仕組み

2.  生活に困窮する国民に対し、国
や地方公共団体が最低限度の生活
を保障する仕組み

3.  伝染病の予防や環境衛生の維持
など、国民が健康に生活できる環
境を整える活動

4.  障害者や高齢者、児童などが安
心して自立した生活を送れるよう
施設やサービスを提供する仕組み

問6 日本の社会保障制度は大きく4つの柱から成り立っています。このうち、感染症の予防やゴミ処理、下水道の整備といった生活
環境の改善・整備を通じて、国民が健康に生活できるよう支える仕組みを何といいますか。 （2024年　宮城県公立入試　類似）

1.  公衆衛生 2.  社会保険 3.  公的扶助 4.  社会福祉

問7 1990年から2020年にかけての統計では、年金・医療・福祉などの社会保障給付費の総額が増加し続けています。また、同時
期の人口構成の変化を見ると、高齢人口が右肩上がりで増える一方で、生産年齢人口は右肩下がりで減少しています。このよ
うな状況において、現役世代に生じている影響として最も適切な説明はどれですか。 （2024年　長野県公立入試　類似）

1.  支える側の人数が減り、給付額
が増えているため、一人あたりの
負担が大きくなっている。

2.  現役世代の人数が増加している
ため、社会保障制度の維持が容易
になっている。

3.  高齢者の人口が減少しているた
め、社会保障にかかる総費用は大
幅に抑制されている。

4.  年少人口が急増しているため、
教育費の負担が社会保障費を上回
る課題となっている。

問8 日本の所得税や相続税などで採用されている、課税対象となる所得などの金額が大きくなるほど、適用される税率が段階的に
高くなる課税方式を何といいますか。 （2017年　大分県公立入試　類似）

1.  累進課税 2.  一律課税 3.  逆進的課税 4.  源泉徴収
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答え合わせ・解説

問1 答え 1
国が提供する公的な福祉サービスの範囲
が縮小し、個人の自己責任の範囲が広が
る。

国民の金銭的負担を軽くする「低負担」の政策をとる場合、社会保障の財源が限られるため、必然
的に国から受けられるサービスも少なくなる「低給付」の状態になります。この仕組みでは、公的
支援が限定的になる分、民間の保険への加入や個人の貯蓄など、自助努力による備えの重要性が増
すことになります。

問2 答え 1
財源の大部分が税金であり、収入が一定
の基準を下回る人などに対して支給され
る制度である。

公的扶助は、社会保険のように事前に保険料を納付していることを前提とせず、税金を財源として
必要な人に支給されます。社会保障給付費の統計では年金や医療の割合が非常に高いですが、これ
らは主に現役世代が支払う「保険料」を主財源とする社会保険の枠組みです。対して、公的扶助は
経済的に困窮し、最低限度の生活が維持できない場合に、選別的に公費から支援が行われるという
補完的な役割を持っています。

問3 答え 3
特定の支援を必要とする人々の生活を安
定させ、自立した生活を送れるよう助け
ること

社会福祉は、高齢者、障害者、児童、ひとり親家庭など、社会的な支援が必要な人々に対して公的
なサービス（現物給付）を提供し、その福祉を向上させることを目指しています。他の選択肢は、
順に「社会保険」、「公的扶助」、「公衆衛生」の目的を説明したものです。社会福祉は特に「自
立支援」や「施設の提供」といった側面が強調される制度です。

問4 答え 1
現役世代が支払う租税や社会保険料など
の負担が増える一方で、医療や年金など
の社会保障給付費が増大し、給付と負担
のバランスの維持が困難になっている。

日本の人口構造は、支え手となる生産年齢人口が減少する一方で、支援を必要とする老年人口が増
加する少子高齢化に直面しています。これにより、年金、医療、介護といった社会保障給付費が膨
らみ、その財源を賄うための租税や社会保険料といった現役世代の負担が重くなっています。この
給付と負担のバランスをどう適正化していくかが、現在の日本の大きな政治的・経済的課題です。

問5 答え 1
国民が支払う保険料を主な財源とし、年
金、医療、介護などのサービスを提供す
る仕組み

社会保険は「共助」の精神に基づき、加入者が負担する保険料を主な財源として運営されるのが最
大の特徴です。これに対し、生活困窮者へ全額公費（税金）で対応するのは公的扶助、予防接種や
ゴミ処理などの環境整備は公衆衛生、保育所や老人ホームといったサービス提供は社会福祉と呼ば
れます。制度ごとの財源と目的の違いを把握することが正解への近道です。

問6 答え 1
公衆衛生

日本の社会保障制度を支える4つの柱は、社会保険、公的扶助、社会福祉、そして公衆衛生です。
公衆衛生は、個人の病気の治療だけでなく、集団としての健康維持を目的としています。具体的に
は、感染症の流行を防ぐ対策や、上下水道の整備、公害対策、食品衛生の管理など、人々の生活環
境を衛生的に保つ役割を担っています。

問7 答え 1
支える側の人数が減り、給付額が増えて
いるため、一人あたりの負担が大きくな
っている。

社会保障制度は主に現役世代が支払う保険料や税金によって支えられています。統計が示す通り、
給付費の総額が増え続ける一方で、それを支える生産年齢人口が減少しているため、計算上、現役
世代一人あたりの金銭的負担は以前よりも重くなります。このバランスの崩壊は、制度の持続可能
性を脅かす要因として議論されています。

問8 答え 1
累進課税

所得が多い人ほど高い税率を負担する仕組みであり、所得の格差を是正する役割を持っています。
これに対し、消費税のように所得が低い人ほど所得に対する税負担率が相対的に高くなってしまう
性質を逆進性と呼びます。
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中学公民プリント（過去問類似）
財政と社会保障

名前 得点

　／8

問1 国や地方自治体が集める税金のうち、所得税や法人税とは異なり「間接税」に分類されるものはどれですか。 （2023年　鹿児島県公立入

試　類似）

1.  固定資産税 2.  住民税 3.  入湯税 4.  相続税

問2 政府が予算の収入や支出を通じて景気を安定させようとする「財政政策」の仕組みについて、その目的と手段を説明した文と
して最も適切なものはどれですか。 （2016年　岐阜公立入試　類似）

1.  景気が悪いときには、有効需要
を創出するために減税や公共事業
の増加を行い、景気を刺激する。

2.  景気が過熱して物価が上昇して
いるときには、さらなる経済成長
を目指して公共事業の拡大を行
う。

3.  景気の良し悪しに関わらず、常
に一定の増税と支出削減を継続す
ることで、国の財政赤字を解消す
る。

4.  不況のときには、日本銀行が市
場の通貨量を増やすことで、政府
の公共事業を肩代わりさせる。

問3 日本の税収構成において、2004年から2024年にかけて消費税の額が顕著に増加し、直間比率が変化した背景には、国の政策
上の意図があります。所得税などの直接税の割合を抑え、消費税などの間接税の割合を高める主な目的として、最も適切な理
由を選んでください。 （2026年　愛知公立入試　類似）

1.  景気の変動に左右されにくく、
少子高齢化社会における社会保障
費などの財源を安定的に確保する
ため。

2.  高額所得者ほど高い税率を課す
累進課税を強化し、所得の再分配
機能をより高めるため。

3.  消費者の税負担を軽減すること
で、家計の消費支出を大幅に増や
し景気を刺激するため。

4.  納税者と税負担者が一致する直
接税を廃止し、すべての税金を間
接税に一本化するため。

問4 政府が税金などを主な財源として、道路の整備や教育、警察、消防などの活動を行う経済活動を何といいますか。 （2023年　千葉県公

立入試　類似）

1.  財政 2.  金融 3.  流通 4.  消費

問5 1970年から2010年にかけての日本の統計において、65歳以上の人口が占める割合は7.1％から23.0％へと急増しました。こ
の期間の社会保障制度の財政推移を説明した文として、適切なものを選びなさい。 （2016年　東京都公立入試　類似）

1.  社会保障給付費が社会保険料に
よる収入額を大きく上回って急増
しており、給付と負担の差額が
年々拡大する傾向にある。

2.  社会保障給付費の増加を補うた
めに社会保険料による収入額も同
等のペースで増加し続けたため、
1970年以降も財政の均衡が保たれ
ている。

3.  1970年から2010年にかけて、
社会保障給付費と社会保険料によ
る収入額はどちらも減少傾向にあ
り、社会保障制度の規模は縮小し
ている。

4.  65歳以上の人口割合は増えた
ものの、社会保障給付費の増大は
主に児童手当などの少子化対策費
によるものであり、高齢化の影響
は限定的である。

問6 日本の財政に関する話し合いにおいて、「政府の支出が税収などの収入を上回り、資金が不足する場合、政府は不足分を補う
ために債券を発行して借金をする」という説明がなされました。このとき、国が資金を借り入れるために発行する債券を何と
いいますか。 （2018年　佐賀公立入試　類似）

1.  国債 2.  地方債 3.  株式 4.  社債

問7 日本の租税制度における「法人税」の仕組みや性質を説明したものとして、最も適切な記述はどれか。 （2018年　群馬県公立入試　類似）

1.  商品の販売価格に税金分が含ま
れており、消費者が負担して事業
者が納付する間接税である。

2.  企業が事業活動によって得た所
得を課税対象とし、納税者と税負
担者が一致する直接税である。

3.  個人の1年間の賃金や株式配当
などの所得に対して、国が課税す
る代表的な直接税である。

4.  地方公共団体が公共サービスの
財源とするため、企業の所有する
土地や建物などの資産に対して課
す税である。

問8 景気が停滞し、企業の生産活動や家庭の消費が落ち込んでいる状況において、政府が景気の波を調節し経済を活性化させるた
めにとる一般的な財政政策として、最も適切なものはどれですか。 （2016年　岐阜公立入試　類似）

1.  所得税などの減税を実施し、道
路や橋の建設などの公共事業を増
やす

2.  消費税などの増税を実施し、公
共事業への支出を削減する

3.  増税によって国民の負担を増や
し、政府の蓄えを増やすことで財
政を安定させる

4.  減税を実施する一方で、公共事
業を大幅に削減して政府の支出を
抑制する
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答え合わせ・解説

問1 答え 3
入湯税

入湯税は、温泉などの利用者が負担した税金を、施設経営者がまとめて自治体に納めるため、間接
税に分類されます。選択肢にある所得税、法人税、相続税、固定資産税、住民税などは、いずれも
税を負担する人が直接納める「直接税」の代表例です。入湯税のほか、消費税、酒税、たばこ税な
どが間接税の具体例として挙げられます。

問2 答え 1
景気が悪いときには、有効需要を創出す
るために減税や公共事業の増加を行い、
景気を刺激する。

政府は、景気の変動を穏やかにするために財政の機能を利用します。景気が悪いときには、減税や
公共事業への支出を増やすことで、社会全体の買い手（有効需要）を意図的に作り出し、経済を活
性化させます。逆に景気が良すぎるときには、増税や支出の抑制を行い、景気の行き過ぎを抑えま
す。

問3 答え 1
景気の変動に左右されにくく、少子高齢
化社会における社会保障費などの財源を
安定的に確保するため。

所得税や法人税は個人の所得や企業の業績が悪化すると税収が大きく減る性質がありますが、消費
税は景気の変動に関わらず広く公平に課税されるため、安定した財源となります。日本は少子高齢
化の進展により社会保障給付費が増大し続けているため、安定した税収構成を目指して間接税であ
る消費税の比率を高める改革が進められてきました。

問4 答え 1
財政

政府が行う経済活動を「財政」と呼び、国民から集めた税金（租税）や公債を財源として運営され
ます。民間企業が利益を上げることが難しく、提供を避けるような分野においても、国民生活に必
要なサービスを維持する重要な役割を担っています。

問5 答え 1
社会保障給付費が社会保険料による収入
額を大きく上回って急増しており、給付
と負担の差額が年々拡大する傾向にあ
る。

統計データによると、1970年から2010年にかけて高齢化率が約3倍に上昇する中で、社会保障給
付費は社会保険料による収入額よりもはるかに速いスピードで増加しました。1970年頃は両者の差
はわずかでしたが、高齢化に伴い年金や医療費の支払いが増えたことで、保険料収入だけでは足り
ない金額（財政負担額）が年を追うごとに大きくなっています。

問6 答え 1
国債

現代の財政において、政府の歳入（収入）は原則として税金によってまかなわれるべきですが、社
会保障費の増大や景気対策などにより支出が税収を上回ることがあります。このとき、国が民間か
ら資金を借り入れるために発行する証券を国債（公債）と呼びます。地方公共団体が同様の理由で
発行するものは地方債と呼ばれ、区別されます。

問7 答え 2
企業が事業活動によって得た所得を課税
対象とし、納税者と税負担者が一致する
直接税である。

法人税は、株式会社などの法人が事業を通じて得た利益（所得）に対して課される税金です。税金
を納める義務がある者（納税者）と、実際にその税金を負担する者（担税者）が共に法人自身であ
るため、「直接税」に分類されます。一方、個人の所得に課されるのは所得税、消費者が負担して
事業者が納めるのは消費税（間接税）であり、区別が必要です。

問8 答え 1
所得税などの減税を実施し、道路や橋の
建設などの公共事業を増やす

不況時には、人々の買い控えや企業の投資抑制が起こり、社会全体の需要が不足します。これに対
し、政府は減税を行って家計や企業の自由に使えるお金（可処分所得）を増やしたり、公共事業を
増やして企業に仕事を発注したりすることで、生産や消費の活動を刺激し、景気を上向かせようと
します。


